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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本研究は、企業変革論の再構築を目指し、組織能力理論、リーダーシップ論、モチベーション理論、
イノベーション理論等を個別に検討した後、それらを自らの視点から真摯な姿勢で統合しようとする
ものである。学問の細分化が進んだ現在、このような取り組み自体が挑戦心に富む意欲的営みといえ
る。それは申請者の勤務経験から出てきた問題意識と関わる。 
第 1に、企業変革の方向性概念を実効的に遂行するための企業変革フレームワークには、機能概念
として経営者の牽引機能と経営者以外の実務層の自発的な推進機能を一体化して、両者が相互作用す
る過程で考慮すべき要因を総合化する必要がある。理論的体系化や網羅性にはきわめて多くの検討や
考慮を必要とする。よって、そのプロセス自体が独自的試みといえる。第２に、申請者の視点は、人
が持つ行動特性が企業の変革に影響するという視点に立ち、経営トップより、現場の力に注がれ、現
場の人に粘着した要素の検討が重視されている。他方、人を中心に見ていくが、基本的には組織全体
を見ていく必要があり、活動組織を総合的・統合的に変革していくプロセスとして捉えることが重要
と論じている。第３に、企業変革論に限らず、業務処理と情報処理の統合に関して、従来は、定型的
業務としてのオペレーショナルシステムをもっぱら取り上げてきたが、申請者は、非定型的業務・情
報サービスとしてのプロフェッショナルシステムの考慮と、２つの情報システムを一体的・二層構造
的にとらえることが重要であると論じている。企業変革のプロセスにおいては、経営トップと現場の
意思疎通は情報システムを通じて促進され、そのツールとしての企業情報システムが位置づけられて
いるなか、プロフェッショナルシステムの役割を重視し、二層型情報システムの役割を強調する点は
ユニークである。第４に、変革業務の運用形態として、全社的・参加型フレームワーク構築の重要性
を意識して、欧米流のプロが策定する企画書のトップダウン型に比べ、実務層が課題解決プロセスの
なかで創発的事象に関連して自らが動く現場力の重要性を、一般的指摘に留まることなく、その理論
的意味を検討しつつ具体的に示した点も示唆に富み、重要である。 
本研究から導かれた結果は貴重な研究成果であり問題提起でもある。本研究は、通常の事例研究に
おけるように事例間での重要な共通要素の析出という方法論でなく、企業変革という総合的営為に必
要な諸要因を個別に検討し、かつ、それらを一元的に統合し企業変革論の「フレームワーク」として
系統化させる試みでもある。企業変革の方向性に沿い牽引機能と推進機能が車の両輪として働く前提
として、牽引機能である経営トップ層のリーダーシップと、推進機能である現場層が情報システムを
通じて意思疎通を密にすることが重要となる。こうした企業変革の基本フレームワークのうえで、イ
ノベーションが創発され、組織能力が強化され、それらが企業変革を推進させていくことを説明でき
る「フレームワーク」を本研究では提示している。フレームワークを構成する諸要因は経営学の多領
域に及ぶが、申請者は基本的条件を１つ１つ確かめつつ検証を重ねている。これらの条件別分類や検
証方法はおおむね適切であり、申請者の実務経験に由来する問題意識も融合され、フレームワーク全
体としての説得力を高めている。また、本研究の問題意識に由来するさまざまな検討結果は個別の研
究領域での論点を超えて、統合理論の枠組みとして大いなる問題提起になっており、（日本語で検討
される）今後の企業変革論に対して一石を投じたことは間違いない。 
 
 
